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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基部と該基部に連続し縦壁部となる部分を含む変形部とを有する平板状の被加工材を、
少なくとも前記基部と前記縦壁部との境界部で折り曲げる際に、前記基部側へ凸状に湾曲
する湾曲部を持った前記縦壁部が形成されるプレス成形部品にプレス成形するプレス成形
方法であって、
　前記縦壁部の形成工程として、
　前記基部の前記変形部との境界側の部分と、前記変形部の外方部を別々に拘束し、前記
変形部の前記縦壁部となる部分を板面内で剪断変形させて、前記縦壁部となる部分の外縁
部に、前記湾曲部から、当該湾曲部から離れた部分に向かう材料の流れを生じさせる剪断
変形工程を有することを特徴とするプレス成形方法。
【請求項２】
　前記縦壁部の形成工程では、前記平板状の被加工材の板厚方向からみて、
　前記境界側の部分を拘束する第１の拘束部に対し、前記変形部の外方部を拘束する第２
の拘束部が離隔した状態から、前記境界部を折り曲げるにつれて、前記第２の拘束部を、
前記第１の拘束部と前記第２の拘束部との離隔距離が小さくなる方向に相対移動させるこ
とを特徴とする請求項１に記載のプレス成形方法。
【請求項３】
　前記剪断変形工程は、前記拘束された外方部を、前記縦壁部となる部分が、前記基部と
前記変形部との境界線上の前記湾曲部の屈曲点を中心に回転するように移動させることに
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より行うことを特徴とする請求項２に記載のプレス成形方法。
【請求項４】
　前記剪断変形工程は、前記拘束された外方部を、前記被加工材の板面に対する角度が３
０°以上６０°以下となる方向に直線移動させることにより行うことを特徴とする請求項
２に記載のプレス成形方法。
【請求項５】
　前記縦壁部の形成工程として、前記剪断変形工程を行った後に絞り成形工程を行うこと
を特徴とする請求項１～請求項４のいずれか１項に記載のプレス成形方法。
【請求項６】
　前記縦壁部の形成工程として、絞り成形工程を行った後に前記剪断変形工程を行うこと
を特徴とする請求項１～請求項４のいずれか１項に記載のプレス成形方法。
【請求項７】
　前記プレス成形部品は前記縦壁部の外側にフランジ部を有さず、
　前記縦壁部の形成工程として、前記剪断変形工程を行った後にフォーム成形工程を行う
ことを特徴とする請求項１～請求項４のいずれか１項に記載のプレス成形方法。
【請求項８】
　前記剪断変形工程後に、前記縦壁部を金型で挟み込むことで、前記縦壁部に生じたしわ
を伸ばすしわ伸ばし工程を有することを特徴とする請求項１～請求項７のいずれか１項に
記載のプレス成形方法。
【請求項９】
　前記縦壁部の面に当接する前記金型のプレス面には、前記縦壁部の線長を稼ぐための凹
凸が形成されていることを特徴とする請求項８に記載のプレス成形方法。
【請求項１０】
　前記剪断変形工程を、３００℃以上１０００℃以下に加熱されたブランクに対して行う
請求項１～請求項９のいずれか１項に記載のプレス成形方法。
【請求項１１】
　基部と該基部に連続し縦壁部となる部分を含む変形部とを有する平板状の被加工材を、
少なくとも前記基部と前記縦壁部との境界部で折り曲げる際に、前記基部側へ凸状に湾曲
する湾曲部を持った前記縦壁部が形成されるプレス成形部品にプレス成形するプレス成形
部品の製造方法であって、
　前記縦壁部の形成工程として、
　前記基部の前記変形部との境界側の部分と、前記変形部の外方部を別々に拘束し、前記
変形部の前記縦壁部となる部分を板面内で剪断変形させて、前記縦壁部となる部分の外縁
部に、前記湾曲部から、当該湾曲部から離れた部分に向かう材料の流れを生じさせる剪断
変形工程を有することを特徴とするプレス成形部品の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、湾曲チャンネル部品等の湾曲した縦壁部を有するプレス成形部品に成形す
るためのプレス成形の技術に関する。この発明は、特に、成形に伴い縮みフランジ変形す
る縦壁部の湾曲部の部分に対するプレス成形に好適の技術である。
【背景技術】
【０００２】
　近年、自動車の衝突安全性と車体の軽量化を両立するため、より高強度の鋼板が求めら
れている。しかし、鋼板は引張強度が向上するほど、プレス成形性に大きく関わる延性が
低下する傾向にある。そのため、プレス成形品の形状の簡略化を行うなど、延性が劣る鋼
板であっても成形できるような形状の検討や、高強度の鋼板に適したプレス成形方法の検
討が行われている。
【０００３】
　延性が劣る高強度の鋼板をプレス成形する場合、絞り成形やフォーム（曲げ）成形が採
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用されることが多い。例えば、縦壁部と縦壁部に連続する天板部とからなり、縦壁部に湾
曲部が無い単純な形状のチャンネル部品はフォーム成形で作製され、フランジ付きのチャ
ンネル部品は絞り成形で作製される。フォーム成形では、ブランク（平板状の被加工材）
をパンチ上に設置し、ブランクをダイによって折り曲げて製品形状とする。パンチ上部が
当接するブランク部分のしわの発生を抑えるため、パンチとパッドで挟んでブランクを押
さえる場合もある。
【０００４】
　絞り成形では、先ず、フランジ部とする位置にしわ押さえを配置し、ブランクをパンチ
としわ押さえの上に設置し、ブランクの上方にダイを設置する。次に、ダイを下降するこ
とで、ブランクをダイとしわ押さえで押さえ、ブランクに適度な張力を負荷しながらブラ
ンクを折り曲げる。この時、ダイとしわ押さえとで押さえられることでパンチとダイの間
に大きく引き込まれた材料（ブランク）が、縦壁部を形成する。そのため、延性が乏しい
材料であっても縦壁部の成形が容易となる。
【０００５】
　張力を調整する方法としては、ダイとしわ押さえとでブランクを押し付ける力（クッシ
ョン圧）を変化させる方法や、押さえる位置にビード部を設置する方法などがある。ブラ
ンクにかかる張力が弱すぎると縦壁部への材料流入が過剰となり、しわ（肉余り）が発生
しやすくなる。
　自動車用のプレス成形品には、縦壁部に湾曲部を有する湾曲チャンネル部品（図１０に
示すロアアーム部品など）や、フランジ部を有する湾曲チャンネル部品（図３に示す部品
など）もある。また、縦壁部の湾曲に伴い天板部などにも湾曲部を有する部品形状（図１
２に示す部品形状など）もある。
【０００６】
　ここで、縦壁部に湾曲部を有する湾曲チャンネル部品をフォーム成形により作製する場
合、材料が金型の縦壁部形成空間内に引き込まれて縦壁部を形成する際に材料が湾曲部の
円周方向に圧縮されて変形する場合がある。例えば、成形の際に、天板部と縦壁部との折
曲げの境界線が天板部側に凸の曲線となるように、天板部側に凸状に湾曲する湾曲部では
、材料の線長が過剰に余って、材料が湾曲部の円周方向に圧縮されて変形する。この変形
は「縮みフランジ変形」と称されている。縮みフランジ変形は、湾曲部（例えば、図１０
の符号４２ａの部分や、図３の符号２２ａの部分）から離れた位置から縦壁部形成空間内
に引き込まれるほど大きいため、縦壁部の外縁部付近で圧縮応力が材料の座屈耐力を超え
るとしわが発生する。
【０００７】
　フランジ部を有する湾曲チャンネル部品を絞り成形により作製する場合にも、同様に、
フランジ部が上述の湾曲部の円周方向に圧縮されることで、縮みフランジ変形に起因した
しわが発生することがある。
　この縮みフランジ変形に起因したしわは、特に高強度の鋼板などの降伏強度が高い材料
で問題となっている。また、鋼板以外の材料であっても、降伏強度が高い材料であれば縮
みフランジ変形に起因したしわが発生し得る。
　これに対する技術としては、特許文献１，２に記載されたものがある。特許文献１，２
では、この縮みフランジ変形を防ぐために、縦壁部やフランジ部のエッジを引っ張る方法
が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平０７－３９９５４号公報
【特許文献２】特開平１１－１２３４６９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
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　特許文献１および２で提案されている方法は、縮みフランジ変形による圧縮に対して引
張を加える方法であるが、高強度の鋼板やアルミニウム合金板などの延性の劣る金属板は
エッジに引張応力を加えるとエッジで割れが発生しやすいという課題がある。そのため、
これらの方法にはおのずと限界があり、縦壁部の高さや湾曲形状によって大きな縮みフラ
ンジ変形が引き起こされる場合や、材料の降伏強度が高い場合には、縮みフランジ変形に
起因するしわを防ぐことができない。
　この発明の目的は、縦壁部に湾曲部を有する湾曲チャンネル部品などのプレス成形部品
をプレス成形により作製する方法であって、縦壁部およびフランジ部に生じる縮みフラン
ジ変形そのものを抑制できる技術を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記課題を解決するために、この発明の一態様は、基部と該基部に連続し縦壁部となる
部分を含む変形部とを有する平板状の被加工材（ブランク）を、少なくとも前記基部と前
記縦壁部との境界部で折り曲げる際に、前記基部側へ凸状に湾曲する湾曲部を持った前記
縦壁部が形成されるプレス成形部品にプレス成形する際に、前記縦壁部の形成工程として
、前記基部の前記変形部との境界側の部分と、前記変形部の外方部を別々に拘束し、前記
変形部の前記縦壁部となる部分を板面内で剪断変形させて、前記縦壁部となる部分の外縁
部に、前記湾曲部から、当該湾曲部から離れた部分に向かう材料の流れを生じさせる剪断
変形工程を有することを特徴とする。
【００１１】
　例えば、図１（ａ）に示すように、（１）プレス成形前後で変形しない基部１１と変形
する変形部１２とを有し、前記変形部１２は縦壁部となる部分１２ａを含むブランク１を
用いて、縦壁部に湾曲部を有する湾曲チャンネル部品を、プレス成形により作製する方法
であって、（２）前記縦壁部の形成工程として、前記基部１１の前記変形部１２との境界
側の部分１１ａと、前記変形部１２の外方部１２ｂを別々に拘束し、前記変形部１２の前
記縦壁部となる部分１２ａを板面内で剪断変形させて、図１（ｂ）に示すように、前記縦
壁部となる部分１２ａの外縁部に、前記湾曲部から、当該湾曲部から離れた部分に向かう
材料の流れ（ブランク内での材料の移動）を生じさせる剪断変形工程を有する。前記外方
部１２ｂは、フランジ部を有する湾曲チャンネル部品を作製する場合はフランジ部となる
部分であり、フランジ部無しの湾曲チャンネル部品を作製する場合は過渡的にフランジ部
とする部分である。
【００１２】
　剪断変形とは、図２に示すように、ＡＢ方向とＤＣ方向に、互いに平行で逆方向の力（
剪断力）を受けた際に、長方形ＡＢＣＤが平行四辺形ＡＢＣ１Ｄ１に変形する形態のこと
である。
　この態様の方法によれば、図１（ｂ）に示すように、前記剪断変形工程において、前記
縦壁部となる部分１２ａの外縁部に矢印Ｘで示す（前記湾曲部から、当該湾曲部から離れ
た部分に向かう）材料の流れが生じるため、前記湾曲部の外縁部に縮みフランジ変形が生
じにくくなる。
【００１３】
　また、前記剪断変形工程において、前記外方部１２ｂおよび前記境界側の部分１１ａは
拘束されているため、これらの部分に対する縮みフランジ変形およびしわの発生が抑制さ
れる。
　また、前記剪断変形工程において、前記外方部１２ｂおよび前記境界側の部分１１ａは
拘束されているため、材料の移動ができず、前記縦壁部となる部分１２ａは板面内で剪断
変形させられる。そのため、前記剪断変形工程は、金型の表面粗さやクリアランス、クッ
ション力、ブランクの強度や伸び、板厚などが量産製造中に変動しても、安定して行うこ
とができる。
【００１４】
　この態様の方法において、前記縦壁部の形成工程では、前記平板状の被加工材の板厚方
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向からみて、前記境界側の部分を拘束する第１の拘束部に対し、前記変形部の外方部を拘
束する第２の拘束部が離隔した状態から、前記境界部を折り曲げるにつれて、前記第２の
拘束部を、第１の拘束部と第２の拘束部との離隔距離が小さくなる方向に相対移動させる
ようにすると良い。
【００１５】
　この態様の方法において、前記剪断変形工程は下記の構成（３）または（４）の方法で
行うことができる。
（３）前記拘束された外方部を、前記縦壁部となる部分が、前記基部と前記変形部との境
界線上の前記湾曲部の屈曲点を中心に回転するように移動させる方法。図１（ａ）におい
て、ラインＬが前記境界線であり、点Ｂが前記湾曲部の屈曲点である。
【００１６】
（４）前記拘束された外方部を、前記ブランクの板面に対する角度が３０°以上６０°以
下となる方向に直線移動させる方法。前記角度は４０°以上５０°以下であることが好ま
しく、４５°であることがより好ましい。
　前記構成（３）の方法では、前記剪断変形工程において、前記縦壁部となる部分の断面
形状および寸法が、屈曲部（縦壁部と天板部およびフランジ部との境界部）に変化する部
分以外で変化しにくいため、前記縦壁部に伸びやしわが生じにくい。
　前記構成（４）の方法では、前記剪断変形工程において前記縦壁部となる部分１２ａの
断面形状および寸法が変化するが、前記角度を３０°以上６０°以下とすることにより、
前記縦壁部に生じる縮みはしわの発生に至るほどは大きくなく、前記縦壁部にしわが生じ
ても、そのしわは後加工で除去可能な状態にすることができる。
【００１７】
　前記角度が３０°未満であると、前記剪断変形工程のみで前記縦壁部を形成する場合、
前記縦壁部となる部分の変形（材料が余って曲がった状態）の解消度合が不十分となり、
前記縦壁部にしわが残っている場合に、そのしわを後加工で除去できない恐れがある。前
記角度が６０°を超えると、前記縦壁部となる部分の材料が大きく引き伸ばされて（この
伸びの方向は剪断変形の方向とは異なる）、材料の延性不足による割れが発生する場合が
ある。
【００１８】
　この態様の方法は、下記の構成（５）～（７）のように、前記剪断変形工程と従来の絞
り成形工程およびフォーム成形工程と組み合わせて行うことができる。
（５）前記縦壁部の形成工程として、前記剪断変形工程を行った後に絞り成形工程を行う
。（６）前記縦壁部の形成工程として、絞り成形工程を行った後に前記剪断変形工程を行
う。（７）前記湾曲チャンネル部品は前記縦壁部の外側にフランジ部を有さず、前記縦壁
部の形成工程として、前記剪断変形工程を行った後にフォーム成形工程を行う。
【００１９】
　前記構成（５）（６）では、絞り成形工程の前工程または後工程として前記剪断変形工
程を行うことにより、前記縦壁部を絞り成形工程のみで形成した場合と比較して、湾曲し
たプレス成形部品の縮みフランジ変形が緩和される。
　この態様の方法では、前記剪断変形工程後に、変形部の外方部１２ｂが縦壁部の外側に
フランジ状に存在するため、この態様の方法で、縦壁部の外側にフランジ部を有さない湾
曲チャンネル部品を作製する際には、後加工が必要になる。その後加工として、レーザー
切断やトリム金型を使用して、フランジ状の外方部１２ｂを除去する方法がある。
【００２０】
　前記後加工として、前記構成（７）では、外方部１２ｂを除去せずにフォーム成形工程
を行う。前記構成（７）では、前記縦壁部をフォーム成形工程のみで形成した場合と比較
して、湾曲したプレス成形部品の縮みフランジ変形が緩和される。また、前記剪断変形工
程を行った後にフランジ状の外方部１２ｂを除去する後工程を行う方法でも、前記縦壁部
をフォーム成形工程のみで形成した場合と比較して、湾曲したプレス成形部品の縮みフラ
ンジ変形が緩和される。
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【００２１】
　この態様の方法は、下記の構成（８）または（９）を有することができる。
（８）前記剪断変形工程後の前記縦壁部を金型で挟み込むことで、前記縦壁部に生じたし
わを伸ばすしわ伸ばし工程を有する。
　このとき、前記縦壁部に当接する前記金型のプレス面に、前記縦壁部の線長を稼ぐため
の凹凸を形成しておくと、更に縦壁部のしわが伸びるようになる。
（９）前記剪断変形工程を、３００℃以上１０００℃以下に加熱されたブランクに対して
行う。好ましくは４００℃以上９００℃以下である。
【００２２】
　前記構成（９）では、前記剪断変形工程でブランクの材料が軟化するため、縦壁部とな
る部分の剪断変形が生じ易くなり、縦壁部となる部分にしわが生じた場合でも、しわが伸
ばされ易い。ブランクの加熱位置は縦壁部となる部分だけでもよいし、ブランク全体を加
熱してもよい。なお、ブランク全体を加熱した場合でも、拘束される部分の材料は金型で
冷却されて硬化するため、拘束に悪影響はない。
【００２３】
　加熱温度が３００℃未満では、材料の軟化が不十分なため、敢えて加熱する利点がない
。加熱温度が１０００℃よりも高いと、ブランク（鋼板）の表面に厚いスケールが発生す
る。ブランクの加熱方法としては、加熱炉での加熱、高周波加熱、通電加熱等、通常の方
法が採用できる。
　なお、この態様の方法で使用するブランクの材質は、公知のプレス成形で使用されてい
るブランクの材質のいずれであってもよい。例えば、５９０ＭＰａ以上の高強度の鋼板や
、アルミニウム合金板などの、従来法ではプレス成形が難しいブランクであっても、この
態様の方法を行うことで、縮みフランジ変形が抑制された湾曲チャンネル部品などの部品
を得ることができる。
【００２４】
＜ブランクの拘束方法について＞
　この態様の方法は、前記剪断変形工程でブランクの基部と変形部の外方部を別々に拘束
する。その拘束方法としては従来より公知の方法が採用できる。例えば、冶具でブランク
を挟んで固定する方法、金型に突起物を設けてブランクを引っ掛ける方法、磁力でブラン
クを固定する方法などがあり、これらの方法を単独であるいは組み合わせて採用する。
【００２５】
　具体例として、ブランクを挟む冶具にボルトなどのネジを設ける方法があり、その方法
では、ネジの締結力により冶具でブランクを締め付ける力を付与することができる。ブラ
ンクを挟みこむ冶具にビード部を設ける方法もあり、その方法では、材料がビード部を移
動する際に受ける曲げ・曲げ戻し変形と摩擦抵抗を、材料移動の拘束力として使用するこ
とができる。ブランクを挟んで固定する冶具にローレット加工（ナーリング）により凹凸
形状を施す方法もあり、その方法では、ブランクに凹凸形状が食い込むため、材料の移動
を妨げやすくすることができる。ローレット加工の方法としては、切削加工や、凹凸形状
を冶具に強く押し当てて転写する方法があるが、冶具に凹凸形状が付与されればどのよう
な方法でも良い。
　なお、冶具の凹凸形状とされた部分を硬質化すれば、凹凸形状の磨耗や欠落を防ぐこと
ができる。硬質化方法としては、高周波焼き入れや浸炭焼き入れ、火炎焼き入れ、レーザ
ー焼き入れなどの焼き入れ処理を施す方法、低温浸硫処理、化学的蒸着法や物理的蒸着法
といった表面改質法が挙げられる。
【００２６】
＜拘束されたブランクの移動方法について＞
　前記剪断変形工程を前記構成（３）または（４）の方法で行う際に、ブランクの外方部
を拘束したまま動かす方法としては、一般的なプレス成形で使用するプレス機械のスライ
ドの動きを、上下方向から前記構成（３）または前記構成（４）で行う動きに変換して利
用する方法が挙げられる。その場合、カム機構に代表される傾斜面を利用した機構、リン
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ク機構、てこを用いた機構などが採用できる。プレス機械の駆動力を利用するだけでなく
、電気や空気圧、油圧を利用したシリンダを用いた方法を採用してもよい。
【発明の効果】
【００２７】
　この発明によれば、縦壁部に湾曲部を有するプレス成形部品にプレス成形する際に、縦
壁部およびフランジ部の少なくとも縦壁部に生じる縮みフランジ変形そのものを抑制する
ことができる。
　すなわち、縦壁部に湾曲部を有するプレス成形部品に縮みフランジ変形に起因したしわ
が発生することを防止できる。また、前記剪断変形工程は、量産時に様々な変動があって
も安定して行うことができるため、プレス製品の不良率の低減にも大きく寄与することが
できる。
　そして、この発明を、５９０ＭＰａ以上の高強度の鋼板や、アルミニウム合金板などの
プレス成形が難しい材料に適用することで、様々な形状のプレス成形品が製造できるよう
になるため、部品の軽量化や高強度化に大きく貢献できる。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】この発明の一態様である湾曲チャンネル部品のプレス成形を説明する図である。
【図２】剪断変形を説明する模式図である。
【図３】第１～５実施形態で作製する湾曲チャンネル部品を示す斜視図である。
【図４】実施形態で使用する金型およびブランクを説明する断面図である。
【図５】第１実施形態の方法を説明する断面図（図１（ａ）のＡ－Ａ断面図に相当）であ
る。
【図６】第２実施形態の方法を説明する断面図（図１（ａ）のＡ－Ａ断面図に相当）であ
る。
【図７】第３実施形態の方法を説明する断面図（図１（ａ）のＡ－Ａ断面図に相当）であ
る。
【図８】第４実施形態の方法を説明する断面図（図１（ａ）のＡ－Ａ断面図に相当）であ
る。
【図９】第５実施形態の方法を説明する断面図（図１（ａ）のＡ－Ａ断面図に相当）であ
る。
【図１０】第６実施形態で作製する湾曲チャンネル部品を示す斜視図である。
【図１１】第６実施形態の方法を説明する断面図（図１（ａ）のＡ－Ａ断面図に相当）で
ある。
【図１２】本発明の対象となる湾曲チャンネル部品の別の例を示す図であり、（ａ）は斜
視図、（ｂ）は側面図である。
【図１３】実施例で行った本発明の方法を説明する平面図（ａ）とそのＡ－Ａ断面図（ｂ
）である。
【図１４】実施例で行った本発明の方法を説明する平面図（ａ）とそのＡ－Ａ断面図（ｂ
）である。
【図１５】実施例で行った絞り成形工程を説明する平面図（ａ）とそのＡ－Ａ断面図（ｂ
）である。
【図１６】実施例で行った絞り成形工程を説明する平面図（ａ）とそのＡ－Ａ断面図（ｂ
）である。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
　以下、この発明の実施形態について説明するが、この発明はこの実施形態に限定されな
い。下記の各実施形態では、作製対象とするプレス成形部品として湾曲チャンネル部品を
例に挙げて説明するが、湾曲チャンネル部品に限定されない。縦壁部が、成形の際に、天
板部側へ凸状に湾曲する湾曲部を持ったプレス成形部品であれば対象となる。図３の形状
では、天板部と縦壁部との境界部を曲線状の折曲げ線（境界線）で折り曲げる際に、縦壁
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部２２が天板部２１側に凸となるように、つまり縦壁部２２が天板部２１に対し張り出す
方向へ面外変形（湾曲）して湾曲部が形成される例である。
【００３０】
［第１実施形態］
　この実施形態では、図３に示す形状の湾曲チャンネル部品を作製する。
　図３に示すように、湾曲チャンネル部品２は、基部に対応する天板部２１と、湾曲部２
２ａがある左右の縦壁部２２と、縦壁部２２に連続するフランジ部２４とを有する。フラ
ンジ部２４は、縦壁部２２の湾曲部２２ａに連続する部分に湾曲部２４ａを有する。
　湾曲チャンネル部品２の湾曲部２２ａがある縦壁部２２と、これに連続するフランジ部
２４を、以下の方法で形成する。ここで、湾曲部２２ａ以外の部分を、通常の絞り成形工
程で形成しても良い。
【００３１】
　プレス成形で使用する金型は、図４に示すように、平板状の被加工材を構成するブラン
ク１の下方に配置するパンチ３１と、ブランク１を挟んでパンチ３１の上方に配置する第
１パッド３２と、パンチ３１の横に間隔Ｓ０を開けて配置するしわ押え３３と、ブランク
１を挟んでしわ押え３３の上方に配置する第２パッド３４とを有する。パンチ３１と第２
パッド３４との離隔距離Ｓ０は、作製する湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２の高さと同
じにする。
【００３２】
　ブランク１は、均一な一枚板であるが、図４に示すように、便宜的に、プレス成形前後
で変形しない基部１１と変形する変形部１２とに分けて考えた場合、変形部１２は縦壁部
２２となる部分１２ａを含む。また、この実施形態では、フランジ部２４を有する湾曲チ
ャンネル部品２を作製するため、変形部１２はフランジ部２４となる部分を含む。
　先ず、図４に示すように、ブランク１の基部１１の境界側部分（基部１１の変形部１２
との境界側の部分）１１ａを、パンチ３１と第１パッド３２とにより挟んで拘束し、変形
部１２の外方部（フランジ部となる部分）１２ｂを、しわ押え３３と第２パッド３４とに
より挟んで拘束する。基部１１の中央部分１１ｂは拘束してもよいし、拘束しなくてもよ
い。この状態では、パンチ３１及び第１パッド３２と、しわ押え３３及び第２パッド３４
とは、ブランク１の板厚方向からみて、離隔距離Ｓ０だけ離れた状態となっている。
【００３３】
　ここで、パンチ３１と第１パッド３２は第１の拘束部を構成し、しわ押え３３と第２パ
ッド３４は第２の拘束部を構成する。
　次に、図５に示すように、縦壁部となる部分１２ａが、矢印Ａで示すように境界側部分
１１ａとの境界線上の点（縦壁部２２の湾曲部２２ａの屈曲点）Ｂを中心に回転するよう
に、外方部１２ｂを拘束しているしわ押え３３と第２パッド３４を、相対的に下側に旋回
せつつパンチ３１及び第１パッド３２に近づくように、矢印Ｃに沿って移動させる。これ
が剪断変形工程に相当する。この剪断変形工程により、ブランク１の縦壁部となる部分１
２ａが、境界側部分１１ａおよび外方部１２ｂとの境界で屈曲して、湾曲チャンネル部品
２の縦壁部２２となる。
【００３４】
　この剪断変形工程において、図１（ｂ）に示すように、矢印Ｙで示す外方部１２ｂの動
きに伴って、ブランク１には、変形部１２の縦壁部となる部分１２ａの板面内に剪断変形
が生じ、縦壁部となる部分１２ａの外縁部に矢印Ｘで示す材料の流れが生じる。そのため
、この実施形態で作製された湾曲チャンネル部品２は、縦壁部２２の湾曲部２２ａの外縁
部に縮みフランジ変形が生じにくい。
【００３５】
　また、この実施形態の方法では、剪断変形工程において、ブランク１の縦壁部となる部
分１２ａは、屈曲部となる以外の部分で断面形状および寸法が変化しないため、湾曲チャ
ンネル部品２の縦壁部２２にしわが生じにくい。
　さらに、外方部１２ｂが拘束されたまま移動してフランジ部２４となるため、フランジ
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部２４の湾曲部２４ａの外縁部にも縮みフランジ変形が生じにくく、フランジ部２４にも
しわが生じにくい。
【００３６】
［第２実施形態］
　この実施形態でも、第１実施形態と同様に、図３に示す形状の湾曲チャンネル部品２を
作製する。湾曲チャンネル部品２の湾曲部２２ａがある縦壁部２２と、これに連続するフ
ランジ部２４を、図６に示す以下の方法で形成する。
　この実施形態の方法は、外方部１２ｂを拘束しているしわ押え３３と第２パッド３４の
移動方法が第１実施形態の方法と異なり、それ以外の点は第１実施形態の方法と同じであ
る。
【００３７】
　先ず、図６に実線で示すように、ブランク１の基部１１の境界側部分１１ａを、パンチ
３１と第１パッド３２とにより挟んで拘束し、変形部１２の外方部（フランジ部となる部
分）１２ｂを、しわ押え３３と第２パッド３４とにより挟んで拘束する。
　次に、外方部１２ｂを拘束しているしわ押え３３と第２パッド３４を、図６に矢印Ｃで
示すように、ブランクの板厚方向からみてパンチ３１及び第１パッド３２に近づくように
斜め下方に向けて直線移動させる。具体的には、しわ押え３３と第２パッド３４を、ブラ
ンク１の板面に対する角度（θ）が３０°～６０°となる斜め方向に直線移動させる。こ
れにより、拘束された外方部１２ｂがθ＝３０°～６０°となる方向に直線移動する。こ
れが剪断変形工程に相当する。
【００３８】
　この剪断変形工程により、ブランク１の縦壁部となる部分１２ａは、図６に二点鎖線で
示すように、境界側部分１１ａおよび外方部１２ｂとの境界で屈曲するだけでなく、中間
部分が縮む方向に変形した後に伸びて、最終的に湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とな
る。その間、縦壁部となる部分１２ａの外方部１２ｂとの境界近傍部は、屈曲しながら図
６の矢印Ａに沿って移動する。
【００３９】
　この剪断変形工程において、図１（ｂ）に示すように、矢印Ｙで示す外方部１２ｂの動
きに伴って、ブランク１には、変形部１２の縦壁部となる部分１２ａの板面内に剪断変形
が生じ、縦壁部となる部分１２ａの外縁部に矢印Ｘで示す材料の流れが生じる。なお、図
６において、剪断変形方向は紙面に垂直な方向である。
　そのため、この実施形態で作製された湾曲チャンネル部品２は、縦壁部２２の湾曲部２
２ａの外縁部に縮みフランジ変形が生じにくい。
【００４０】
　なお、この実施形態の方法では、剪断変形工程において、ブランク１の縦壁部となる部
分１２ａの断面形状が変化するが、θ＝４５°で外方部１２ｂを移動させた場合には、プ
レス成形を室温で行った場合でも、湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２に品質上問題とな
るしわが存在しにくい。
　外方部１２ｂのブランク１の板面に対する移動角度（θ）が４５°でない場合には、θ
が４５°の場合と比較して、縦壁部２２にしわが発生する可能性が高くなるが、θが３０
°以上６０°以下であれば、縦壁部２２に生じる縮みに起因するシワの発生が回避でき、
縦壁部２２にしわが生じても、そのしわが後加工などで除去可能の小さなものとなる。
【００４１】
　さらに、外方部１２ｂは、拘束されたまま移動してフランジ部２４となるため、フラン
ジ部２４の湾曲部２４ａの外縁部にも縮みフランジ変形が生じにくく、フランジ部２４に
もしわも生じにくい。
　なお、図６の状態からさらに移動させて、縦壁部となる部分１２ａをパンチ３１の側面
と第２パッド３４の側面とで挟み込むことにより、図６の状態で縦壁部となる部分１２ａ
に生じていたしわを、パンチ３１の側面と第２パッド３４の側面とによる挟み込みで伸ば
すことができる。
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【００４２】
［第３実施形態］
　この実施形態でも、第１実施形態と同様に、図３に示す形状の湾曲チャンネル部品２を
作製する。湾曲チャンネル部品２の湾曲部２２ａがある縦壁部２２とこれに連続するフラ
ンジ部２４を、図７に示す以下の方法で形成する。
　プレス成形で使用する金型は基本的には図４と同じであるが、図７に示すように、ブラ
ンク１の下方に、側面（縦壁部と当接するプレス面）に凸部３５ａを有するパンチ３５を
配置する。しわ押え３３の上方に、側面に凹部３６ａを有する第２パッド３６を配置する
。それ以外の点は第２実施形態と同じである。
【００４３】
　第２実施形態の方法と同様に、外方部１２ｂを拘束しているしわ押え３３と第２パッド
３６を、矢印Ｃに示すように、ブランク１の板面に対する角度（θ）が３０°～６０°と
なる斜め下方向に直線移動させる。これに伴い、ブランク１の縦壁部となる部分１２ａの
板面内に剪断変形が生じるとともに、図７に二点鎖線で示すように、ブランク１の縦壁部
となる部分１２ａの断面形状が変化する。この間、縦壁部となる部分１２ａの外方部１２
ｂとの境界近傍部は、屈曲しながら図７の矢印Ａに沿って移動する。
【００４４】
　続けて、しわ押え３３と第２パッド３６を移動させることで、最後に、縦壁部となる部
分１２ａの一部１２ｆは、パンチ３５の凸部３５ａと第２パッド３６の凹部３６ａとで挟
み込まれて、フランジ部２４の面に対して略垂直な面になる。この工程が、しわ伸ばし工
程である。
　このとき、縦壁部が金型に挟み込まれることで縦壁部にしわが発生していても、そのし
わが伸ばされ易くなる。特に、凹部３６ａに応じた分だけ縦壁部となる部分１２ａの線長
が長くなる、つまり線長を稼ぐことが出来る結果、縦壁部にしわが発生していても、その
しわが伸ばさせる事となる。
　このしわ伸ばし工程は、第１実施形態などで説明した剪断変形工程の後の最終に行って
も良い。剪断変形工程に連続してしわ伸ばし工程を行うことで、しわ伸ばし工程のために
工程数を増やすことが無い。
【００４５】
［第４実施形態］
　この実施形態でも、第１実施形態と同様に、図３に示す形状の湾曲チャンネル部品２を
作製する。湾曲チャンネル部品２の湾曲部２２ａがある縦壁部２２とこれに連続するフラ
ンジ部２４を、図８に示す以下の方法で形成する。
　この実施形態では、縦壁部２２を、剪断変形工程を行った後に絞り成形工程を行う二工
程で形成する。そのため、剪断変形工程で拘束する外方部１２ｂに、縦壁部２２となる部
分の一部が含まれる。また、縦壁部２２となる部分の内方部（基部１１側の部分）１２ｃ
を板面内で剪断変形させる。
【００４６】
　剪断変形工程で使用する金型は、第２実施形態と基本的には同じであるが、図８（ａ）
に示すように、パンチ３１と第２パッド３４との離隔距離Ｓ０を、作製する湾曲チャンネ
ル部品２の縦壁部２２の高さＴ２（図８（ｂ）参照）の半分若しくは半分に予め設定した
余裕代分だけ増減した値としている。
　先ず、ブランク１の基部１１の境界側部分１１ａを、パンチ３１と第１パッド３２とに
より挟んで拘束し、変形部１２の外方部（縦壁部２２になる部分の一部とフランジ部２４
になる部分）１２ｂを、しわ押え３３と第２パッド３４とにより挟んで拘束する。
【００４７】
　次に、第２実施形態の方法と同様に、外方部１２ｂを拘束しているしわ押え３３と第２
パッド３６を、図８（ａ）に矢印Ｃで示すように、ブランク１の板面に対する角度（θ）
が３０°～６０°となる方向に直線移動させる。これに伴い、拘束された外方部１２ｂが
θ＝３０°～６０°となる方向に直線移動し、ブランク１の内方部１２ｃの板面内に剪断
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変形が生じる。これが剪断変形工程に相当する。
【００４８】
　この剪断変形工程は、基部１１の境界側部分１１ａと変形部１２の内方部１２ｃとの間
の角度が、最終製品の角度に至る手前まで行う。
　次に、図８（ｂ）に示すように、外方部１２ｂを拘束している第２パッド３４に代えて
ダイ３７を設置し、ダイ３７としわ押え３３を矢印Ｂに沿って移動することで絞り成形工
程を行う。これにより、外方部１２ｂがパンチ３１側に引き出されながら伸ばされるとと
もに、内方部１２ｃも引き伸ばされて、縦壁部２２が形成される。
【００４９】
［第５実施形態］
　この実施形態でも、第１実施形態と同様に、図３に示す形状の湾曲チャンネル部品２を
作製する。湾曲チャンネル部品２の湾曲部２２ａがある縦壁部２２とこれに連続するフラ
ンジ部２４を、図９に示す以下の方法で形成する。
　この実施形態では、縦壁部２２を、絞り成形工程を行った後に剪断変形工程を行う二工
程で形成する。
【００５０】
　先ず、図９（ａ）に示すように、ブランク１の基部１１の境界側部分１１ａを、パンチ
３１と第１パッド３２とにより挟んで拘束し、変形部１２の外方部１２ｄ（縦壁部２２に
なる部分１２ａの一部とフランジ部２４になる部分）を、ダイ３７としわ押え３３とによ
り挟む。この状態で、ブランク１の変形部１２の内方部１２ｃが、拘束されていない状態
で存在する。次に、外方部１２ｄに所定の張力を加えた状態で、ダイ３７としわ押え３３
を矢印Ｂに沿って移動することで絞り成形工程を行う。
【００５１】
　これにより、外方部１２ｄがパンチ３１側に引き出されて伸ばされながら屈曲し、ブラ
ンク１が、縦壁部となる部分１２ａと外方部１２ｂとの間に屈曲部を有する形状になる。
この絞り成形工程を、縦壁部となる部分１２ａとダイ３７の側面との角度βが、例えば４
５°～６０°になるまで行う。
　次に、図９（ｂ）に示すように、外方部１２ｂをしわ押え３３と第２パッド３４で拘束
し、しわ押え３３と第２パッド３４を、ブランク１の板面に対する角度（θ）が３０°～
６０°となる方向に直線移動させる。これにより、拘束された外方部１２ｂがθ＝３０°
～６０°となる方向に直線移動する。これに伴い、ブランク１の縦壁部となる部分１２ａ
の板面内に剪断変形が生じ、縦壁部２２とフランジ部２４が形成される。これが剪断変形
工程に相当する。
【００５２】
［第６実施形態］
　この実施形態では、図１０に示す形状の湾曲チャンネル部品を作製する方法について説
明する。このような湾曲チャンネル部品は、例えば、自動車のロアアーム部品として使用
される。
　図１０に示すように、湾曲チャンネル部品４は、天板部４１と、湾曲部４２ａがある縦
壁部４２とからなる。この実施形態では、縦壁部４２を、剪断変形工程とフォーム成形工
程の二段階で形成する。剪断変形工程で使用する金型の基本構成は第２実施形態と同じで
ある。
【００５３】
　図１１（ａ）に示すように、先ず、ブランク１の基部１１の境界側部分１１ａを、パン
チ３１と第１パッド３２とにより挟んで拘束し、変形部１２の外方部（過渡的にフランジ
部とする部分）１２ｂを、しわ押え３３と第２パッドとにより挟んで拘束する。この状態
では、他の実施形態と同様に、パンチ３１及び第１パッド３２と、しわ押え３３及び第２
パッド３４とは、ブランク１の板厚方向からみて、距離Ｓ０だけ離れた状態となっている
。
【００５４】
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　次に、外方部１２ｂを拘束しているしわ押え３３と第２パッド３４を、縦壁部となる部
分１２ａが、矢印Ａで示すように境界側部分１１ａとの境界点Ｂを中心に回転するように
移動させる。これが剪断変形工程に相当する。この移動を、縦壁部となる部分１２ａが所
定角度αだけ屈曲する位置で止める。この状態で、縦壁部となる部分１２ａは傾斜壁部と
なり、外方部１２ｂはフランジ部となっている。
【００５５】
　所定角度αは２０°以上７０°未満であることが好ましく、図１１（ａ）ではα＝４０
°の場合を例示している、ここで、所定角度αが２０°未満の場合は剪断変形が少なくな
るため、伸びフランジ変形の発生を抑える効果が少なくなる。また、所定角度αが７０°
を超える場合、縦壁を形成するための剪断変形工程のみで十分に発生するため、剪断変形
工程とフォーム成形工程の２工程に分けて成形する必要がない。
【００５６】
　次に、図１１（ｂ）に示すように、外方部１２ｂを拘束している第２パッド３４としわ
押え３３を外して、縦壁部となる部分１２ａおよび外方部１２ｂの上にダイ３７を設置す
る。そして、ダイ３７を、矢印Ｂに沿って移動することで屈曲部を伸ばして、縦壁部４２
を形成する。これがフォーム成形工程に相当する。
　なお、フォーム成形工程の前に行う剪断変形工程は、拘束された外方部１２ｂを図１１
（ａ）に矢印Ｃで示すように、ブランク１の板面に対する角度（θ）が３０°～６０°と
なる方向に直線移動することで行ってもよい。
【００５７】
　また、図１０に示す湾曲チャンネル部品は、第１実施形態および第２実施形態の方法で
一旦フランジ付きの成形品を得た後に、フランジ部２４を切断する方法で作製することも
できる。
【００５８】
［その他の実施形態］
　本発明の対象となる湾曲チャンネル部品の別の形態を、図１２に示す。
　この湾曲チャンネル部品６０は、図１２に示すように、天板部６１と縦壁部６２との境
界部を天板部側に凸となる曲線状の折曲げ線で折り曲げることで、縦壁部６２が天板部６
１側に凸となるように、つまり縦壁部６２が天板部６１側に凸となるように高さ方向に面
内変形（湾曲）して湾曲部が形成される例である。縦壁部の湾曲に伴い、天板部６１も縦
壁部側に凹となるように湾曲した形状となっている。またこの例ではフランジ部６４にも
面外方向の湾曲が形成されている。
【００５９】
　この湾曲チャンネル部品６０においても縮みフランジ変形が発生しやすいが、本発明に
係るプレス成形（例えば第１～第６実施形態で説明したプレス成形）を採用することで、
縮みフランジ変形によるしわの発生を抑制可能となる。
　なお、天板部６１も湾曲しているので、パンチ３１と第１パッド３２とのブランクを押
さえる対向面を、その湾曲した天板部に沿った面形状としておく。
　また、縦壁部の湾曲は、面外方向と縦方向との両方向に変形した湾曲部であっても、本
発明の対象となる。
【実施例】
【００６０】
　第１～第５実施形態に記載された方法と従来のプレス成形（絞り成形）により、図３に
示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４の形成を行った
。また、第６実施形態に記載された方法と従来のプレス成形（フォーム成形）により、図
１０に示す湾曲チャンネル部品４の形成を行った。
　絞り成形ではフランジ部に位置する材料が縦壁部に引き込まれるため、成形後のフラン
ジ部の形状が第１～第５実施形態の方法と異なる。第１～第５実施形態の方法と絞り成形
とでブランクの形状を変えて、プレス成形後に縦壁部の湾曲部付近のフランジ幅が５０ｍ
ｍとなるようにした。絞り成形用のブランクの形状は、全ひずみ理論に基づいた逆解析に
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より求めた。
【００６１】
　また、ブランクとしては、材質が表１に記載の５種類で、板厚が１．２ｍｍのものを用
意した。
【００６２】
【表１】

　なお、ブランクの加熱は加熱炉を用いて行い、成形前のブランクの温度は赤外線放射温
度計を用いて測定した。
【００６３】
＜サンプルNo.1-1＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、図
５に示す第１実施形態の方法により、剪断変形工程のみで形成した。
　図１３（ａ）は、使用した金型およびブランクの平面図であり、図１３（ｂ）はそのＡ
－Ａ断面図である。
　パンチ３１および第１パッド３２の内周面の、湾曲部２２ａに対応する部分の曲率半径
Ｒ１は１００ｍｍである。しわ押え３３および第２パッド３４の外周面の、湾曲部２２ａ
に対応する部分の曲率半径Ｒ２は９０ｍｍである。図１３（ｂ）に示すパンチ３１と第２
パッド３４との離隔距離Ｓ０を１００ｍｍとした。パンチ３１の上端角部の面取り半径Ｒ
３を１０ｍｍ、第２パッド３４の下端角部の面取り半径Ｒ４を１０ｍｍとした。
【００６４】
　先ず、図５および図１３（ａ）に示すように、ブランク１の基部１１の境界側部分１１
ａを、パンチ３１と第１パッド３２とにより挟んで拘束し、変形部１２の外方部（フラン
ジ部となる部分）１２ｂを、しわ押え３３と第２パッド３４とにより挟んで拘束した。
　次に、図５の矢印Ｃに沿ってしわ押え３３と第２パッド３４を移動することにより、縦
壁部となる部分１２ａを図５の矢印Ａに沿って回転させた。この回転を、図１４（ｂ）に
示すように、パンチ３１と第２パッド３４との間隔Ｓが１０ｍｍとなるまで行った。これ
により、ブランク１の縦壁部となる部分１２ａを剪断変形させて、縦壁部２２を形成した
。図１４（ａ）は、この状態での金型およびブランクの平面図であり、図１４（ｂ）はそ
のＡ－Ａ断面図である。図１４（ｂ）における縦壁部２２の高さＴは１００ｍｍであった
。
　この例では、剪断変形工程を、加熱されていないブランクを用いて室温で行った。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを表２に示すように評価した。
【００６５】
【表２】

　その結果、サンプルNo.1-1については、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、
しわについては○（品質上問題とならない程度の微少なしわ）であった。
【００６６】
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＜サンプルNo.1-2＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.1-1と同じ方法で作製した。
　この例では、図１４（ｂ）の状態から、更にパンチ３１と第２パッド３４で縦壁部２２
を挟み込むことで、しわ潰し工程を行った。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査で
一切しわ無し）であった。
【００６７】
＜サンプルNo.1-3＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.1-1と同じ方法で作製した。
　この例では、剪断変形工程を、３００℃に加熱されたブランクを用いて行った。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査で
一切しわ無し）であった。
【００６８】
＜サンプルNo.1-4＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.1-1と同じ方法で作製した。
　この例では、剪断変形工程を、３００℃に加熱されたブランクを用いて行った。また、
図１４（ｂ）の状態から、更にパンチ３１と第２パッド３４で縦壁部２２を挟み込むこと
で、しわ潰し工程を行った。
　得られた各湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した
。その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査
で一切しわ無し）であった。
【００６９】
＜サンプルNo.2-1＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、図
６に示す第２実施形態の方法により、剪断変形工程のみで形成した。
　金型は、しわ押え３３と第２パッド３４の移動機構が異なる以外は、サンプルNo.1-1と
同じものを使用した。図１３（ｂ）に示すパンチ３１と第２パッド３４との離隔距離Ｓ０
を１００ｍｍとした。
　先ず、ブランク１の基部１１の境界側部分１１ａを、パンチ３１と第１パッド３２とに
より挟んで拘束し、変形部１２の外方部（フランジ部となる部分）１２ｂを、しわ押え３
３と第２パッド３４とにより挟んで拘束した。
【００７０】
　次に、図６に示すように、しわ押え３３と第２パッド３４を矢印Ｃに沿って直線移動さ
せた。その際に、ブランク１の板面に対する移動角度（θ）を３０°とした。この移動を
、図１４（ｂ）に示すように、パンチ３１と第２パッド３４との間隔Ｓが１０ｍｍとなる
まで行った。これにより、縦壁部となる部分１２ａを剪断変形させて縦壁部２２を形成し
た。図１４（ａ）は、この状態での金型およびブランクの平面図であり、図１４（ｂ）は
そのＡ－Ａ断面図である。図１４（ｂ）における縦壁部２２の高さＴは１００ｍｍであっ
た。
　この例では、剪断変形工程を、加熱されていないブランクを用いて室温で行った。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては○（品質上問題
とならない程度の微少なしわ）であった。
【００７１】
＜サンプルNo.2-2＞



(15) JP 5954380 B2 2016.7.20

10

20

30

40

50

　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.2-1と同じ方法で作製した。
　この例では、図１４（ｂ）の状態から、更にパンチ３１と第２パッド３４で縦壁部２２
を挟み込むことで、しわ潰し工程を行った。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査で
一切しわ無し）であった。
【００７２】
＜サンプルNo.2-3＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.2-1と同じ方法で作製した。
　この例では、剪断変形工程を、３００℃に加熱されたブランクを用いて行った。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査で
一切しわ無し）であった。
【００７３】
＜サンプルNo.2-4＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.2-1と同じ方法で作製した。
　この例では、剪断変形工程を、３００℃に加熱されたブランクを用いて行った。また、
図１４（ｂ）の状態から、更にパンチ３１と第２パッド３４で縦壁部２２を挟み込むこと
で、しわ潰し工程を行った。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査で
一切しわ無し）であった。
【００７４】
＜サンプルNo.3-1＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.2-1と同じ方法で作製した。
　図６に示すように、しわ押え３３と第２パッド３４を矢印Ｃに沿って直線移動させる角
度（θ）を４５°とした。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
サンプルNo.2-1では、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては○（
品質上問題とならない程度の微少なしわ）であった。
【００７５】
＜サンプルNo.3-2＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.2-2と同じ方法で作製した。
　図６に示すように、しわ押え３３と第２パッド３４を矢印Ｃに沿って直線移動させる角
度（θ）を４５°とした。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査で
一切しわ無し）であった。
【００７６】
＜サンプルNo.3-3＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.2-3と同じ方法で作製した。
度（θ）を４５°とした。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査で
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一切しわ無し）であった。
【００７７】
＜サンプルNo.3-4＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.2-4と同じ方法で作製した。
　図６に示すように、しわ押え３３と第２パッド３４を矢印Ｃに沿って直線移動させる角
度（θ）を４５°とした。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査で
一切しわ無し）であった。
【００７８】
＜サンプルNo.4-1＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.2-1と同じ方法で作製した。
　図６に示すように、しわ押え３３と第２パッド３４を矢印Ｃに沿って直線移動させる角
度（θ）を６０°とした。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
サンプルNo.2-1では、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては○（
品質上問題とならない程度の微少なしわ）であった。
【００７９】
＜サンプルNo.4-2＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.2-2と同じ方法で作製した。
　図６に示すように、しわ押え３３と第２パッド３４を矢印Ｃに沿って直線移動させる角
度（θ）を６０°とした。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査で
一切しわ無し）であった。
【００８０】
＜サンプルNo.4-3＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.2-3と同じ方法で作製した。
　図６に示すように、しわ押え３３と第２パッド３４を矢印Ｃに沿って直線移動させる角
度（θ）を６０°とした。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査で
一切しわ無し）であった。
【００８１】
＜サンプルNo.4-4＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.2-4と同じ方法で作製した。
　図６に示すように、しわ押え３３と第２パッド３４を矢印Ｃに沿って直線移動させる角
度（θ）を６０°とした。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査で
一切しわ無し）であった。
【００８２】
＜サンプルNo.5-1＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.2-1と同じ方法で作製した。
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　図６に示すように、しわ押え３３と第２パッド３４を矢印Ｃに沿って直線移動させる角
度（θ）を２０°とした。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては×（顕著なしわ
）であった。
【００８３】
＜サンプルNo.5-2＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.2-2と同じ方法で作製した。
　図６に示すように、しわ押え３３と第２パッド３４を矢印Ｃに沿って直線移動させる角
度（θ）を２０°とした。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては×（顕著なしわ
）であった。
【００８４】
＜サンプルNo.5-3＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.2-3と同じ方法で作製した。
　図６に示すように、しわ押え３３と第２パッド３４を矢印Ｃに沿って直線移動させる角
度（θ）を２０°とした。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては×（顕著なしわ
）であった。
【００８５】
＜サンプルNo.5-4＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.2-4と同じ方法で作製した。
　図６に示すように、しわ押え３３と第２パッド３４を矢印Ｃに沿って直線移動させる角
度（θ）を２０°とした。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては×（顕著なしわ
）であった。
【００８６】
＜サンプルNo.6-1＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.2-1と同じ方法で作製した。
　図６に示すように、しわ押え３３と第２パッド３４を矢印Ｃに沿って直線移動させる角
度（θ）を７０°とした。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては×（顕著なしわ
）であった。
【００８７】
＜サンプルNo.6-2＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.2-2と同じ方法で作製した。
　図６に示すように、しわ押え３３と第２パッド３４を矢印Ｃに沿って直線移動させる角
度（θ）を７０°とした。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては×（顕著なしわ
）であった。
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【００８８】
＜サンプルNo.6-3＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.2-3と同じ方法で作製した。
　図６に示すように、しわ押え３３と第２パッド３４を矢印Ｃに沿って直線移動させる角
度（θ）を７０°とした。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては×（顕著なしわ
）であった。
【００８９】
＜サンプルNo.6-4＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.2-4と同じ方法で作製した。
　図６に示すように、しわ押え３３と第２パッド３４を矢印Ｃに沿って直線移動させる角
度（θ）を７０°とした。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては×（顕著なしわ
）であった。
【００９０】
＜サンプルNo.7-1＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、図
９に示す第５実施形態の方法により、絞り成形工程を行った後に剪断変形工程を行う二工
程で形成した。
　絞り成形工程で使用した金型は、図１３に示す金型において、第２パッド３４をダイ３
７に代えたものである。ダイ３７の下端角部の面取り半径は、図１３に示す金型の第２パ
ッド３４の下端角部の面取り半径Ｒ４と同じ１０ｍｍである。パンチ３１とダイ３７との
間隔Ｌを８７ｍｍとした。
【００９１】
　先ず、図９（ａ）に示すように、ブランク１の基部１１の境界側部分１１ａを、パンチ
３１と第１パッド３２とにより挟んで拘束するとともに、ブランク１の変形部１２の外方
部１２ｄをしわ押え３２とダイ３７との間に設置した。次に、外方部１２ｄに張力を付与
しながら、しわ押え３２とダイ３７をＢ方向へ５０ｍｍ移動する絞り成形工程を行った。
この絞り成形工程を、縦壁部となる部分１２ａとダイ３７の側面との角度βが６０°とな
るまで行った。これにより、縦壁部となる部分１２ａの高さＴ１を５０ｍｍとした。
【００９２】
　次に、ダイ３７を第２パッド３４に取り替えて、しわ押え３２と第２パッド３４をサン
プルNo.2-1で使用したものと同じ移動機構に接続し、図９（ｂ）に示すように、ブランク
１の変形部１２の外方部１２ｄをしわ押え３２と第２パッド３４の間に拘束した。パンチ
３１と第２パッド３４との離隔距離Ｓ０は８７ｍｍとした。
　次に、ブランク１の縦壁部となる部分１２ａの板面に対する角度θを６０°として、し
わ押え３３と第２パッド３４を矢印Ｃに沿って直線移動させた。この移動を、パンチ３１
と第２パッド３４との間隔Ｓが１０ｍｍとなるまで行った。これにより、縦壁部となる部
分１２ａを剪断変形させて縦壁部２２を形成した。図９（ｂ）における縦壁部２２の高さ
Ｔ２は１００ｍｍであった。
【００９３】
　この例では、剪断変形工程を、加熱されていないブランクを用いて室温で行った。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、サンプルNo.7-1では、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわにつ
いては○（品質上問題とならない程度の微少なしわ）であった。
【００９４】
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＜サンプルNo.7-2＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.7-1と同じ方法で作製した。
　この例では、図９（ｂ）の状態から、更にパンチ３１と第２パッド３４で縦壁部２２を
挟み込むことで、しわ潰し工程を行った。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査で
一切しわ無し）であった。
【００９５】
＜サンプルNo.7-3＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.7-1と同じ方法で作製した。
　この例では、剪断変形工程を、３００℃に加熱されたブランクを用いて行った。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査で
一切しわ無し）であった。
【００９６】
＜サンプルNo.7-4＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.7-1と同じ方法で作製した。
　この例では、剪断変形工程を、３００℃に加熱されたブランクを用いて行った。また、
図９（ｂ）の状態から、更にパンチ３１と第２パッド３４で縦壁部２２を挟み込むことで
、しわ潰し工程を行った。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査で
一切しわ無し）であった。
【００９７】
＜サンプルNo.8-1＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、図
８に示す第４実施形態の方法により、剪断変形工程を行った後に絞り成形工程を行う二工
程で形成した。
　剪断変形工程では、サンプルNo.2-1で使用したものと同じ金型を使用して、パンチ３１
と第２パッド３４との離隔距離Ｓ０を５０ｍｍとした。
　先ず、図８（ａ）に示すように、ブランク１の基部１１の境界側部分１１ａを、パンチ
３１と第１パッド３２とにより挟んで拘束し、変形部１２の外方部（フランジ部となる部
分）１２ｂを、しわ押え３３と第２パッド３４とにより挟んで拘束した。次に、θ＝４５
°として、しわ押え３３と第２パッド３４を矢印Ｃに沿って直線移動させることで剪断変
形工程を行った。この剪断変形工程を、ブランク１の内方部１２ｃの高さＴ１が５０ｍｍ
となるまで、加熱されていないブランクを用いて室温で行った。
【００９８】
　次に、図８（ｂ）に示すように、第２パッド３４をダイ３７に取り替えて、ダイ３７と
しわ押え３３を絞り成形用の移動機構に接続し、ダイ３７としわ押え３３の間にブランク
１の外方部１２ｂを設置した。次に、外方部１２ｂに張力を付与しながら、ダイ３７とし
わ押え３３をＢ方向へ５０ｍｍ移動する絞り成形工程を行った。この絞り成形工程を縦壁
部２２の高さＴ２が１００ｍｍとなるまで行った。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、サンプルNo.8-1について、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわ
については○（品質上問題とならない程度の微少なしわ）であった。
【００９９】
＜サンプルNo.8-2＞



(20) JP 5954380 B2 2016.7.20

10

20

30

40

50

　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.8-1と同じ方法で作製した。
　この例では、図８（ｂ）の状態から、更にパンチ３１と第２パッド３４で縦壁部２２を
挟み込むことで、しわ潰し工程を行った。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査で
一切しわ無し）であった。
【０１００】
＜サンプルNo.8-3＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.8-1と同じ方法で作製した。
　この例では、剪断変形工程を、３００℃に加熱されたブランクを用いて行った。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査で
一切しわ無し）であった。
【０１０１】
＜サンプルNo.8-4＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.8-1と同じ方法で作製した。
　この例では、剪断変形工程を、３００℃に加熱されたブランクを用いて行った。また、
図８（ｂ）の状態から、更にパンチ３１と第２パッド３４で縦壁部２２を挟み込むことで
、しわ潰し工程を行った。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査で
一切しわ無し）であった。
【０１０２】
＜サンプルNo.9-1＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、絞
り成形工程のみで形成した。
　図１５（ａ）は、使用した金型およびブランクの平面図であり、図１５（ｂ）はそのＡ
－Ａ断面図である。
　プレス成形で使用する金型は、従来の絞り成形の金型と同じであり、ダイ５１と、パン
チ５２と、しわ押え５３とを有する。ダイ５１の凹部の内周面５１ａの湾曲部２２ａに対
応する部分の曲率半径Ｒ１は１００ｍｍである。ダイ５１の凹部の深さＦは１００ｍｍで
ある。パンチ５２の外周面５２ａの湾曲部２２ａに対応する部分の曲率半径Ｒ２は９０ｍ
ｍである。
【０１０３】
　ダイ５１の内周面５１ａとパンチ５２の外周面５２ａとの間隔Ｋを１０ｍｍとした。パ
ンチ５２の上端角部の面取り半径Ｒ３を１０ｍｍ、ダイ５１の内周面５１ａの下端角部の
面取り半径Ｒ４を１０ｍｍとした。
　先ず、図１５に示すように、パンチ５２の両側にしわ押え５３を配置し、これらの上に
ブランク１を配置した。ブランク１の基部１１をパンチ５２の上に配置し、変形部１２を
しわ押え５３上に配置した。次に、ブランク１の上方にダイ５１を設置して、ダイ５１を
下降させた。その際に、ダイ５１の凸部５１ｂとしわ押さえ５３で押さえたブランク１の
変形部１２に適度な張力を加えた。この絞り成形工程を室温で行った。
【０１０４】
　これにより、図１６に示すように、ブランク１の変形部１２が、ダイ５１の凹部とパン
チ５２で折り曲げられながら、矢印Ｂで示すように、ダイ５１の凸部５１ｂとしわ押さえ
５３との間をパンチ５２側に移動し、このパンチ５２とダイ５１の間に大きく引き込まれ
た材料が縦壁部２２を形成する。この絞り成形工程を行うことで、縦壁部２２の高さＴが
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１００ｍｍである湾曲チャンネル部品２を得た。
【０１０５】
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、しわについては、使用したブランクの材質が「２７０」及び「アルミニウム合
金」の場合は○（品質上問題とならない程度の微少なしわ）、それ以外の場合は×（顕著
なしわ）であった。
　すなわち、この例では、高強度の５９０、９８０、１１８０ＭＰａ級鋼板をブランクと
して用いた場合、縦壁部に顕著なしわが発生し、フランジ部に割れが発生した。
【０１０６】
＜サンプルNo.9-2＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.9-1と同じ方法で作製した。
　この例では、絞り成形工程を、３００℃に加熱されたブランクを用いて行った。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、しわについては、使用したブランクの材質が「９８０」と「１１８０」の場合
は×（顕著なしわ）、それ以外の場合は○（品質上問題とならない程度の微少なしわ）で
あった。
【０１０７】
＜サンプルNo.10-1　＞
　図１０に示す湾曲チャンネル部品４を、図１１に示す第６実施形態の方法により、剪断
変形工程を行った後にフォーム成形工程を行う二工程で形成した。
　剪断変形工程では、サンプルNo.2-1で使用したものと同じ金型を使用して、パンチ３１
と第２パッド３４との離隔距離Ｓ０を５０ｍｍとした。
　先ず、図１１（ａ）に示すように、ブランク１の基部１１の境界側部分１１ａを、パン
チ３１と第１パッド３２とにより挟んで拘束し、変形部１２の外方部（フランジ部となる
部分）１２ｂを、しわ押え３３と第２パッド３４とにより挟んで拘束した。次に、外方部
１２ｂを拘束しているしわ押え３３と第２パッド３４を、θ＝４５°で矢印Ｃに沿って直
線移動させる剪断変形工程を行った。
【０１０８】
　この状態で、縦壁部となる部分１２ａは傾斜壁部となり、外方部１２ｂはフランジ部と
なっている。この剪断変形工程を、加熱されていないブランクを用いて室温で、傾斜壁部
の高さＴ１が２５ｍｍとなるまで行った。
　次に、図１１（ｂ）に示すように、外方部１２ｂを拘束しているしわ押え３３と第２パ
ッド３４を外して、ブランク１の縦壁部となる部分（傾斜壁部）１２ａおよび外方部（フ
ランジ部）１２ｂの上にダイ３７を設置した。次に、ダイ３７を矢印Ｂに沿って移動する
ことでフォーム成形工程を行った。これにより、過渡的にフランジ部となっている部分１
２ｂと傾斜壁部１２ａとの屈曲部が伸ばされて、縦壁部４２が形成された。図１１（ｂ）
における縦壁部４２の高さＴ２は１００ｍｍであった。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては○（品質上問題
とならない程度の微少なしわ）であった。
【０１０９】
＜サンプルNo.10-2　＞
　図１０に示す湾曲チャンネル部品４を、以下の点を除き、サンプルNo.10-1と同じ方法
で作製した。
　この例では、図１１（ｂ）の状態から、更にパンチ３１とダイ３７で縦壁部４２を挟み
込むことで、しわ潰し工程を行った。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査で
一切しわ無し）であった。
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【０１１０】
＜サンプルNo.10-3　＞
　図１０に示す湾曲チャンネル部品４を、以下の点を除き、サンプルNo.10-1と同じ方法
で作製した。
　この例では、剪断変形工程を、３００℃に加熱されたブランクを用いて行った。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査で
一切しわ無し）であった。
【０１１１】
＜サンプルNo.10-4　＞
　図１０に示す湾曲チャンネル部品４を、以下の点を除き、サンプルNo.10-1と同じ方法
で作製した。
　この例では、剪断変形工程を、３００℃に加熱されたブランクを用いて行った。また、
図１１（ｂ）の状態から、更にパンチ３１とダイ３７で縦壁部４２を挟み込むことで、し
わ潰し工程を行った。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査で
一切しわ無し）であった。
【０１１２】
＜サンプルNo.11-1　＞
　図１０に示す湾曲チャンネル部品４を、フォーム成形のみで作製した。
　サンプルNo.9-1で使用した図１５に示す金型からしわ押え５３を外した金型を使用し、
ブランク１の基部１１をパンチ５２の上に配置した後、ブランク１の上方にダイ５１を設
置して、ダイ５１を下降させることにより、ブランク１の変形部１２を折り曲げることに
より、縦壁部４２を形成した。
【０１１３】
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、しわについては、使用したブランクの材質が「２７０」及び「アルミニウム合
金」の場合は○（品質上問題とならない程度の微少なしわ）、それ以外の場合は×（顕著
なしわ）であった。
　すなわち、この例では、２７０ＭＰａ級鋼板をブランクとして用いた場合、しわ評価に
問題はなかったが、縦壁部の端部にネッキングが発生した。高強度の５９０、９８０、１
１８０ＭＰａ級鋼板をブランクとして用いた場合、縦壁部にしわが発生した。
【０１１４】
＜サンプルNo.11-2　＞
　図１０に示す湾曲チャンネル部品４を、以下の点を除き、サンプルNo.11-1と同じ方法
で作製した。
　この例では、フォーム成形工程を、３００℃に加熱されたブランクを用いて行った。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、しわについては、使用したブランクの材質が「９８０」「１１８０」の場合は
×（顕著なしわ）、それ以外の場合は○（品質上問題とならない程度の微少なしわ）であ
った。
【０１１５】
＜サンプルNo.12-1　＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.2-1と同じ方法で作製した。図７に示すように、しわ押え３３
と第２パッド３６を矢印Ｃに沿って直線移動させる角度（θ）を４５°とした。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
サンプルNo.10-1では、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎
（目視検査で一切しわ無し）であった。
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【０１１６】
＜サンプルNo.12-2　＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.2-2と同じ方法で作製した。図７に示すように、しわ押え３３
と第２パッド３６を矢印Ｃに沿って直線移動させる角度（θ）を４５°とした。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査で
一切しわ無し）であった。
【０１１７】
＜サンプルNo.12-3　＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.2-3と同じ方法で作製した。図７に示すように、しわ押え３３
と第２パッド３６を矢印Ｃに沿って直線移動させる角度（θ）を４５°とした。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生した割れとしわを前記表２に基づいて評価
した。その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視
検査で一切しわ無し）であった。
【０１１８】
＜サンプルNo.12-4　＞
　図３に示す湾曲チャンネル部品２の縦壁部２２とこれに連続するフランジ部２４を、以
下の点を除き、サンプルNo.2-4と同じ方法で作製した。図７に示すように、しわ押え３３
と第２パッド３６を矢印Ｃに沿って直線移動させる角度（θ）を４５°とした。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査で
一切しわ無し）であった。
【０１１９】
＜サンプルNo.13-1　＞
　図１０に示す湾曲チャンネル部品の縦壁部４２を、図１１に示す第６実施形態の方法に
より、剪断変形工程を行った後にフォーム成形工程を行う二工程で形成した。
　剪断変形工程では、サンプルNo.2-1で使用したものと同じ金型を使用して、パンチ３１
と第２パッド３４との離隔距離Ｓ０（図８（ａ）参照）を５０ｍｍとした。先ず、図８（
ａ）に示すように、ブランク１の基部１１の境界側部分１１ａを、パンチ３１と第１パッ
ド３２とにより挟んで拘束し、変形部１２の外方部（フランジ部となる部分）１２ｂを、
しわ押え３３と第２パッド３４とにより挟んで拘束した。次にθ＝４５°として、しわ押
え３３と第２パッド３４を矢印Ｃに沿って直線移動させることで剪断変形工程を行った。
この剪断変形工程を、ブランク１の内方部１２ｃの高さＴ１が５０ｍｍとなるまで、加熱
されていないブランクを用いて室温で行った。
【０１２０】
　次に、図１１（ｂ）に示すように、外方部１２ｂを拘束している第２パッド３４としわ
押さえ３３を外して、縦壁部となる部分１２ａおよび外方部１２ｂの上にダイ３７を設置
した。次に、ダイ３７を、矢印Ｂに沿って移動することで屈曲部を伸ばして、縦壁部４２
を成形するフォーム成形工程を行った。このフォーム成形工程は縦壁部２２の高さＴ２が
１００ｍｍとなるまで行った。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては○（品質上問題
とならない程度の微少なしわ）であった。
【０１２１】
＜サンプルNo.13-2　＞
　図１０に示す湾曲チャンネル部品の縦壁部４２を、以下の点を除き、サンプルNo.11-1
と同じ方法で作製した。この例では、図１１（ｂ）の状態から、更にパンチ３１とダイ３
７で縦壁部２２を挟み込むことで、しわ潰し工程を行った。



(24) JP 5954380 B2 2016.7.20

10

20

　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査で
一切しわ無し）であった。
【０１２２】
＜サンプルNo.13-3　＞
　図１０に示す湾曲チャンネル部品の縦壁部４２を、以下の点を除き、サンプルNo.11-1
と同じ方法で作製した。この例では、剪断変形工程を、３００℃に加熱されたブランクを
用いて行った。
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査で
一切しわ無し）であった。
【０１２３】
＜サンプルNo.13-4　＞
　図１０に示す湾曲チャンネル部品の縦壁部４２を、以下の点を除き、サンプルNo.11-1
と同じ方法で作製した。この例では、剪断変形工程を、３００℃に加熱されたブランクを
用いて行った。また、図１１（ｂ）の状態から、更にパンチ３１とダイ３７で縦壁部４２
を挟み込むことで、しわ潰し工程を行った。
【０１２４】
　得られた湾曲チャンネル部品について、発生したしわを前記表２に基づいて評価した。
その結果、使用したブランクの材質がいずれの場合でも、しわについては◎（目視検査で
一切しわ無し）であった。
　これらの結果を以下の表３～表５に示す。表３は、フランジ部を有する湾曲チャンネル
部品を作製したNo.1-1～No.9-2の結果を、まとめて示したものである。表４は、フランジ
部を有さない湾曲チャンネル部品を作製したNo.10-1～No.11-2の結果を、まとめて示した
ものである。表５はNo.12-1～No.13-4の結果をまとめて示しかものである。
【０１２５】
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【表３】

【０１２６】
【表４】
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【０１２７】
【表５】

　これらの結果から以下のことが分かる。
　サンプルNo.1-1～No.4-4では縦壁部の形成工程として、前記構成（３）または（４）の
方法を採用している。よって、縦壁部を剪断変形工程のみで形成する場合は、前記構成（
３）または（４）の方法を採用することで、全ての材料でしわの評価が良好な湾曲チャン
ネル部品を得ることができる。
【０１２８】
　サンプルNo.5-1～No.6-4では、縦壁部の形成工程として、拘束された外方部を、前記ブ
ランクの板面に対する角度（θ）が２０°または７０°となる（３０°以上６０°以下の
範囲から外れる）方向に直線移動させる方法を採用している。
　そのため、剪断変形工程で縦壁部に生じたしわが、ブランクの加熱および／またはしわ
潰し工程を行っても（No.5-2～5-4,No.6-2～6-4）除去できなかった。
【０１２９】
　しかし、これらの場合でも、剪断変形力のみで縦壁部を形成するのではなく、縦壁部と
なる部分に適度な張力も加えて材料を流入させながら縦壁部を形成することで、縮みフラ
ンジ変形が抑止されてしわが生じず、しわが改善された湾曲チャンネル部品を得ることが
できる。
　ここで、上述の実施例のでは、ブランクの加熱を３００℃とした。＜サンプルNo.1-3,1
-4,2-3,2-4,3-3,3-4,4-3,4-4,7-3,7-4,8-3,8-4,10-3,10-4,13-3,13-4＞について、加熱温
度を６００℃、７００℃、９００℃、１０００℃とした場合についてそれぞれ別途実施し
た。結果は、上記の説明と同様の結果を得た。
【０１３０】
　なお、ブランクを１１００℃に加熱してから剪断変形工程を行って得られた湾曲チャン
ネル部品は、しわの評価が従来法に比べて優れていたが、成形品の表面にはスケールと呼
ばれる鉄の酸化膜が厚く生成されていた。厚いスケールは溶接や電着塗装の妨げになるた
め、酸洗や研磨、ショットブラストなどの除去工程が必要となり、製造コストの観点から
好ましくない。
【符号の説明】
【０１３１】
　１　ブランク
　１１　ブランクの基部
　１１ｂ　基部の中央部分
　１１ａ　基部の境界側部分
　１２　ブランクの変形部
　１２ａ　変形部縦壁部となる部分
　１２ｂ　変形部の外方部
　２　湾曲チャンネル部品
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　２１　天板部
　２２　縦壁部
　２２ａ　縦壁部の湾曲部
　２４　フランジ部
　２４ａ　フランジ部の湾曲部
　４　湾曲チャンネル部品
　４１　天板部
　４２　縦壁部
　４２ａ　縦壁部の湾曲部

【図１】 【図２】

【図３】
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【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】 【図９】
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【図１０】 【図１１】

【図１２】 【図１３】

【図１４】
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【図１５】

【図１６】
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